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英国の上位百社における外資系巨大企業の割合は， 1986年から 1993年の間に18%から35% に
ほぼ倍増している。分野別に見ると，コンビュータ製造業における 70% をはじめ，外資系巨大
( 6 ) 日系製造企業のヨーロッパ及び英国への進出に関しては，亀井弘和・長銀総合研究所編 WE C 
統合市場への企業進出戦略』日本経済新聞社， 1992年参照。 EC及ぴEU という用語に使い分け





















を有している。コマツ製作所は， 1986年 3 月に，英国のゲイトヘッド (Gateshead) のパートレ





事評価制度 (Appraisal scheme) ，労使コミュニケーション，教育・訓練，シングル・ステータ








( 8 ) r英国企業が危ないJ r英国ニュースダイジェスト.1 1996年 9 月 12 日。
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(15) Q Cサークルの英国企業への導入問題に関しては，安井恒則「イギリス企業の小集団活動と労
使関係(l)J r阪南論集J 第26巻第 3 号， 1991年 1 月，同「小集団活動と労働組合一イギリス企業の
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英国コマツは， 1986年 9 月， AEU とシングル・ユニオン協定を締結している。英国コマツ
のシングル・ユニオン協定は，プリマスの英国東芝やサンダーランドの英国の日産のシングル・
ユニオン協定を参考にしてつくられたものである。英国コマツのシングル・ユニオン協定には，
まず， 1. 協定の目的， 2. 諸権利の承認， 3. 協定の適応範囲が明示されるとともに， 4. 
労使協議制， 5. 従業員代表制， 6. 問題の解決方法， 7. 労働力利用の方法，についての確
(1 7) “ Komatsu Two Years On", lndustrial Relations Review and Rゆort， December 1989, pp. 
10-1. 
































(20) Clive Morton , 0ρ .cit. ， pp.237-240. 
(21) “ Komatsu Two Years On", Industri，αl Relations Review and Rゅort， December 1989 , p. 
10. 
(22) Peter Wickens, The Road to Nissan:Flexibility, QuaZ的1， Teamwork, Macmillan Publishers , 






























ここでは， IRRR 誌の労使関係調査(I R S) から英国におけるシングル・ユニオン協定の
(23) 
展開とその内容について見ることにしたい。
(23) “ Single Union Deals Survey:1ぺ lndustrialRelations Review and Rゆort528 ， January 1993. 
黒田兼一「シングルユニオン化とハーモナイゼーションーイギリス労使関係の日本化かーJ r桃山
学院大学経済経営論集J 第36巻第 3 -4 号， 1995年 3 月，参照。
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この調査は， 1992年 7 月から 9 月にかけて質問票を送付・回収したものである。回収企業数
は， 37で，回収率は， 25%であった。回収企業37の国籍別内訳を見ると， 日本15，英国10， ド
イツ 4 ，アメリカ 2 ，ノルウェー 2 となっており，日本企業が一番多い。そして，調査対象企
業の平均従業員数は， 390人であった。また，調査対象企業の産業分野は， 16企業が，電器・電
気機械部門であり，立地している地域はウエールズが 2/5 を占めていた。そして， 2/3 (26 
企業)が， 1985年以降の設立であった。調査対象企業の協定締結先の組合は， EETPU (15企業) , 








り子仲裁条項に関しては，調査対象企業の32% (12企業)が採用している。 9 企業では，①か
ら⑤までの 5 つの要素すべてをパッケージ化したシングル・ユニオン協定を締結している。
その 9 つの企業とは， ABB Capacitors (スイス系企業)， Bosch (ドイツ系企業)， Coca-Cola 
Schweppes (英国系企業)， NEK Cables (ノルウェ一系企業)， United Merchant Bar (英国













いる。各組合の組合員組織率の平均は， 13協定を締結した EETPU が， 66% , 7 協定を締結し
(24) Ibid. , pp. 3-4. 
(25) Ibid. , pp. 5-6. 
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れた。調査対象企業の Venture Pressings において，チームワーキングは，一人のチームリ




また，生産慣行の変化の側面で言えば，調査対象企業の19では， J 1 T (Just in Time) 方
式による生産がおこなわれていた。 J 1 T方式を導入した企業の国籍別の比率を見ると，日系











(26) Ibid. , pp. 9-10. 
(27) Ibid. , p .13. 
(28) Ibid. , p.14. 























る結果となった。 1980年代末の時点においては， TUC は，シングル・ユニオン協定による他
組合排除問題に強い対決姿勢をみせたと言える。
その後， 1990年代にはいると TUC は，シングル・ユニオン協定に一定レベルの容認の姿勢
を見せ，ビジネス・ユニオニズムに対して静観するようになった。そして， EETPU も， AE 






(31) iTUC と組織問題-EETPU の除名問題を中心として-J r 日本労働協会雑誌.1 No.353, 1989 
年 7 月。
(32) Sid Kessler and Fred Bayliss, Contem，ρoraη Bri.的hlndustrial Relations, Macmi1lan Press, 


































地域経済ースコットランドを事例として一J r経営学論集J (竜谷大学経営学会)第34巻第 4 号，
1995年 3 月，参照。
(34) Philip Brown and Richard Scase(ed.) , Poor Work:Disadvantage and Division 01 Labour, 
British Library Catalougiuing in Pubilication Data , 1991. 
























グル・ステータス，業績考課給制度， J 1 T システムなどトータルに導入・展開している点を








(36) 英国の労働組合運動の歴史的展開に関しては， H.A. クレッグ著，牧野富夫・木暮雅夫・岩出
博・山下幸司訳『イギリス労使関係制度の発展』ミネルヴがア書房， 1988年参照。労使関係制度の
歴史的発展段階説については，森川雄謹『アメリカ労使関係論』同文館， 1996年，参照。
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易に， 日系製造企業のような管理技法を導入することは困難である。
次に，在英日系製造企業と日本企業との比較分析をおこなうことにしたい。
まず，第一に，在英日系製造企業は，日本の製造企業ほど諸管理技法を高い比率で導入でき
ていない点が大きな差異であると言える。前述したように英国コマツのQCサークルの導入比
率が，日本のコマツのQCサークルの導入比率に較べて低いということからも理解できょう。
第二に，在英日系製造企業の諸管理技法の内容が， 日本企業の諸管理技法と比較して，質的に
異なる場合があるという。例えば，在英日系製造企業の場合，労働時間内にQCサークル活動
を実施したり， QCサークルに参加した労働者に対して手当を支払ったりしており， 日本企業
の QCサークルとはその性格や実施スタイルにおいてかなり異なっている。
このような在英日系製造企業と日本企業との差異も，労使関係の差異に大きく起因している。
日本大企業が企業内労働組合を基礎とした労使一体型の労使関係であるのに対して，在英日系
製造企業では，シングル・ユニオン協定を基礎としたー企業・一組合の労使交渉ではあるが，
企業内組合ではない。在英日系製造企業とシングル・ユニオン協定を締結した英国の労働組合
は，企業との聞に一定の距離と賃金の増額などの利害を巡る対立関係を有しており，日本大企
業のような本来の労働組合の機能を喪失した組合とは，性格的にも，機能的にも，まったく異
なっている。
最後に，今後の英国企業研究の課題について述べておきたい。
第一は， EU統合下における在英日系製造企業の国民的立場からの民主的規制の問題の解明
である。 EUの労働社会政策下で，今後，在英日系製造企業がいかなる規制を受けるか，その
効果がどのようにあらわれたのかを解明することは意義があろう。
第二は，英国企業の合理化と労使関係、について，歴史的・実証的に解明をおこなうことにあ
る。今後は，特定の産業業種を選定して，解明をおこないたいと考えている。
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